
データの出典（調査、報告書等） 

１.国勢調査（総務省統計局）

国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策の基礎資料を得るとともに、国民共有

の財産として民主主義の基盤を成す統計情報を提供するものである。

２.人口推計（総務省統計局）

国勢調査の実施間の時点においての各月・各年の人口の状況を把握するものである。本

書に掲載したデータは、国勢調査年以外の年は、人口推計の結果を用いている。

３.住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査（総務省）

住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）に基づき、毎年１月１日現在の住民票に記載

されている者の数（住民基本台帳人口）及び世帯数並びに調査期日の前年の１月１日から

12 月 31 日までの間の人口動態（住民票の記載及び消除の数）について取りまとめたもの

である。 

４.住民基本台帳人口移動報告年報（総務省統計局）

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定による届出及び同法の規定により職権で

住民票に記載された転入者について集計したものである。 

なお、日本の国籍を有しない者は含まれなかったが、平成 25年７月８日以降、日本の国

籍を有しない者のうち住民基本台帳法で定めている者については含まれる。 

５.人口動態調査（厚生労働省）

我が国の人口動態事象を把握し、人口及び厚生労働行政施策の基礎資料を得るものであ

る。

６.都道府県別年齢調整死亡率－主な死因別にみた死亡の状況－（厚生労働省）

年齢構成の異なる地域間で死亡状況の比較ができるように年齢構成を調整し揃えた死亡

率を取りまとめたものである。

７.全国都道府県市区町村別面積調（国土交通省国土地理院）

測量法（昭和 24 年法律第 188 号）の基本測量に関する長期計画に基づき、10 月１日時

点の我が国の面積を取りまとめた技術資料である。 

８.世界農林業センサス（農林水産省）

国際連合食糧農業機関（FAO)の提唱する世界農林業センサスの趣旨に従い、各国農林業

との比較において我が国農林業の実態を明らかにするものである。
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９.農林業センサス（農林水産省）

我が国の農林業の生産構造、就業構造を明らかにするとともに、農山村の実態を総合的

に把握するものである。 

10.自然環境保全地域各種データ一覧（環境省）

自然環境保全法（昭和 47 年法律第 85 号）及び都道府県条例に基づき、自然環境の保全

や生物の多様性の確保のために指定された地域の各種データである。 

11.自然公園の面積（環境省）

毎年度末における自然公園の指定の現況について、取りまとめたものである。

12.固定資産の価格等の概要調書（土地）（総務省）

課税台帳等に登録された課税客体等に関する調べで、毎年１月１日現在の数値である。 

13.過去の気象データ（気象庁）

全国の気象台等で観測された地上気象観測を取りまとめたものである。

14.県民経済計算（内閣府）

都道府県（以下この項目において「県」という。）内、あるいは県民の経済の循環と構造

を生産、分配、支出等各方面にわたり計量把握することにより県経済の実態を包括的に明

らかにするものである。

15.市町村税課税状況等の調（総務省）

７月１日における全市町村の課税の状況等を集計編さんしたものである。

16.経済センサス-基礎調査（総務省統計局）

我が国の全ての産業分野における事業所の活動状態等の基本的構造を全国及び地域別に

明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の母集団情報を整備する

ことを目的とするものである。

17.経済センサス-活動調査（総務省統計局・経済産業省）

全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我

が国における事業所・企業の経済活動を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業

所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得ることを目的とするものである。

18.生産農業所得統計（農林水産省）

農産物の産出額及び農業が生み出した付加価値額である生産農業所得を推計し、農業生
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産の実態を金額で評価することにより明らかにし、農政の企画やその実行のフォローアッ

プに資する資料を提供するものである。

19.海面漁業生産統計調査(漁獲量) ・漁業産出額(生産額) （農林水産省）

海面漁業生産統計は、海面漁業の生産に関する実態を明らかにし、水産行政の基礎資料

を整備するものである。漁業産出額は、各地域における漁業生産活動の実態を金額で評価

することにより明らかにし、水産行政の企画やその実行のフォローアップに資するための

資料を整備するものである。

20.漁業センサス（農林水産省）

我が国の漁業の生産構造、就業構造を明らかにするとともに、漁村、水産物流通・加工

業等の漁業を取り巻く実態と変化を総合的に把握し、水産行政施策の企画・立案・推進の

ための基礎資料を作成し、提供するものである。

21.作物統計調査（面積調査）（農林水産省）

農業の生産基盤となる耕地と農作物の作付けの実態を明らかにすることにより、生産対

策、構造対策、土地資源の有効活用等の各種土地利用行政の企画立案及び行政効果の判定

を行うための資料として活用するものである。

22.工業統計調査（総務省統計局・経済産業省）

我が国の工業の実態を明らかにし、産業政策、中小企業政策など、国や都道府県などの

地方公共団体の行政施策のための基礎資料となるものである。

23.商業統計調査（経済産業省）

商業を営む事業所について、産業別、従業者規模別、地域別等に従業者数、商品販売額

等を把握し、我が国商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の基礎資料を得るもので

ある。

24.株式会社ゆうちょ銀行

銀行法（昭和 56年法律第 59 号）及び銀行法施行規則（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）に

基づき、業務及び財産の状況について説明している「ゆうちょ銀行 統合報告書 ディスク

ロージャー誌」より収集しているものである。

25.日本銀行

銀行の預金や貸出等の集計値の把握を目的としており、日本銀行の Web ページにて公表

されている時系列統計データ検索サイト「貸出・預金動向」より収集しているものである。

26.消費者物価指数（総務省統計局）
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全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価の変動を時系

列的に測定するものである。

27.小売物価統計調査（動向編）（総務省統計局）

国民の消費生活上重要な商品の小売価格、サービスの料金及び家賃を調査して、消費者

物価指数（CPI）や、消費生活に関する経済政策の基礎資料を得るものであり、動向編にお

いては毎月、主要都市の物価を提供している。 

28.小売物価統計調査（構造編）（総務省統計局）

国民の消費生活上重要な商品の小売価格、サービスの料金及び家賃を調査して、消費者

物価指数（CPI）や、消費生活に関する経済政策の基礎資料を得るものであり、構造編にお

いては毎年、地域別の価格水準や、店舗形態別等の物価の構造を明らかにしている。 

29.都道府県地価調査（国土交通省）

国土利用計画法施行令（昭和 49年政令第 387号）第９条に基づき、都道府県知事が毎年

７月１日における標準価格を判定し、土地取引規制に際しての価格審査や地方公共団体等

による買収価格の算定の規準となることにより、適正な地価の形成を図ることを目的とす

るものである。 

30.地方財政統計年報（総務省）

地方公共団体から報告された決算額（普通会計及び公営事業会計）を中心として、地方

財政に関する主な統計資料等を集録したものである。

31.都道府県決算状況調（総務省）

各都道府県に対して照会した「地方財政状況調査」のうち、「都道府県の普通会計、国民

健康保険事業会計、収益事業会計、交通災害共済事業会計及び公立大学附属病院事業会計

の決算」を集計し、その一部を編集したものである。

32.国税庁統計年報書（国税庁）

国税に関する基礎統計として、国税の申告、賦課、徴収及びこれらに関連する計数を提

供し、併せて租税収入の見積り、税制改正及び税務行政の運営等の基礎資料とするもので

ある。

33.学校基本調査（文部科学省）

学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得るものである。

34.社会福祉施設等調査（厚生労働省）

全国の社会福祉施設等の数、在所者、従事者の状況等を把握し、社会福祉行政推進のた
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めの基礎資料を得るものである。

35.地方教育費調査（文部科学省）

学校教育、社会教育、生涯学習関連及び教育行政における地方公共団体から支出された

経費並びに授業料等の収入の実態及び地方教育行政機関の組織等の実態を明らかにして、

国・地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基礎資料を得るものである。

36.就業構造基本調査（総務省統計局）

国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を

得るものである。

37.一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（厚生労働省）

公共職業安定所における求人、求職、就職の状況（新規学卒者を除く。）を取りまとめ、

求人倍率等の指標を作成するものである。

38.新規学卒者（高校・中学）の職業紹介状況（厚生労働省）

新規学卒者について公共職業安定所及び学校において取り扱った求職、求人及び就職状

況を取りまとめたものである。

39.賃金構造基本統計調査（厚生労働省）

主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者の雇用形態、就業形態、

職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにするものである。

40.地域別最低賃金の全国一覧（厚生労働省）

産業や職種に関わりなく、都道府県内の事業場で働く全ての労働者とその使用者に対し

て適用される最低賃金として、各都道府県に一つずつ定められた最低賃金額を取りまとめ

たものである。

41.社会教育調査（文部科学省）

社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的事項を明らかにするものである。

42.衛生行政報告例（厚生労働省）

衛生関係諸法規の施行に伴う各都道府県、指定都市及び中核市における衛生行政の実態

を把握し、衛生行政運営の基礎資料を得るものである。

43.社会生活基本調査（総務省統計局）

国民の生活時間の配分や余暇時間における主な活動（スポーツ、趣味・娯楽、ボランテ

ィア活動等）の状況など、国民の社会生活の実態を明らかにするものである。
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44.宿泊旅行統計調査（観光庁）

我が国の宿泊旅行の全国規模の実態等を把握し、観光行政の基礎資料とするものである。 

45.旅券統計（外務省）

旅券発行数の動向等を明らかにすることを目的として、日本国内及び海外における日本

国旅券の発行数を集計したものである。

46.内閣府 NPO（内閣府）

内閣府 NPO の Web ページにて公表されている NPO 統計情報より NPO 認証数を収集してい

るものである。 

47.住宅・土地統計調査（総務省統計局）

我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の

住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その

現状と推移を全国及び地域別に明らかにするものである。

48.建築動態統計調査（建築統計年報）（国土交通省）

建築着工統計調査及び建築物滅失統計調査からなっており、全国における建築物の建設

の着工動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料を得るものである。

49.電気事業便覧（資源エネルギー庁）

我が国の電気事業の現状と累年的推移の概要を統計的に集録するものである。

50.内閣府子ども・子育て本部（内閣府）

内閣府子ども・子育て本部の Web ページにて公表されている都道府県別の認定こども園

の数の推移より収集しているものである。

51.石油連盟

石油連盟の Web ページにて公表されている統計資料リストより収集しているものである。 

52.水道統計（公益社団法人日本水道協会）

水道施設の概況を明らかにし、国及び地方公共団体における水道行政運営の基礎資料に

するとともに、関係各方面の利用に供するものである。

53.下水道施設等実態調査（下水道統計）（公益社団法人日本水道協会）

下水道事業の計画、施設及び維持管理状況を把握し、下水道行政の適正化を図るため、

公益社団法人日本下水道協会と国土交通省が共同で実施した「下水道施設等実態調査」等
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の結果を基に、取りまとめたものである。

54.一般廃棄物処理事業実態調査（環境省）

一般廃棄物行政の推進に関する基礎資料を得るものである。

55.揮発油販売業者数及び給油所数（資源エネルギー庁）

資源エネルギー庁の Web ページにて公表されている揮発油等の品質の確保等に関する法

律（品確法）（昭和 51年法律第 88号）に基づく揮発油販売業者の登録を受けている事業者

数及び給油所数の取りまとめより収集しているものである。

56.日本郵便株式会社

日本郵便株式会社の Webページにて公表されている「お知らせ・プレスリリース」から郵

便局に関する基礎資料を収集しているものである。

57.東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の Web ページにて公表されている

電気通信役務契約等状況報告から収集しているものである。

58.通信量からみた我が国の音声通信利用状況（総務省）

国民生活や社会経済活動に不可欠な電気通信サービスの在り方を検討するために、その

利用動向を客観性、信頼性のあるデータに基づいて把握し、国民利用者の電気通信サービ

スに対する理解を深めることを目的とするものである。

59.道路統計年報（国土交通省）

我が国唯一の道路（道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第３条に定める道路で、 高速自

動車国道、一般国道、都道府県道、市町村道である。）に関するものであり、社会状況に対

応した道路整備計画の立案、策定及び道路施設の管理等、今後の道路行政に資するための

基礎資料を得るものである。

60.全国道路・街路交通情勢調査（国土交通省）

道路の状況と断面交通量及び旅行速度の調査を行う「一般交通量調査」と、自動車の運行

状況などを調査する「自動車起終点調査」からなり、全国道路交通の現況と問題点を把握し、

将来にわたる道路の整備計画を策定するための基礎資料を得るものである。

61.都市計画現況調査（国土交通省）

都市計画に関する種々の現況を把握することを目的に、都道府県都市計画担当課に依頼

し、都市計画の決定状況等を調査したものである。
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62.都市公園データベース（国土交通省）

全国の都道府県・市区町村の協力を得て、都市公園等の整備状況の調査を行い、取りま

とめたものである。

63.医療施設調査（厚生労働省）

病院及び診療所（以下この項目において「医療施設」という。）について、その分布及び

整備の実態を明らかにするとともに、医療施設の診療機能を把握するものである。

64.介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省）

全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把握することにより、介護サービスの提

供面に着目した基盤整備に関する基礎資料を得るものである。

65.医師・歯科医師・薬剤師統計（厚生労働省）

医師、歯科医師及び薬剤師について、性、年齢、業務の種別、従事場所及び診療科名（薬

剤師を除く。）等による分布を明らかにするものである。

66.病院報告（厚生労働省）

全国の病院、療養病床を有する診療所における患者の利用状況を把握し、医療行政の基

礎資料を得るものである。

67.救急・救助の現況（総務省消防庁）

消防機関の行う救急業務、救助業務及び都道府県の行う消防防災ヘリコプターによる消

防活動に関する実施状況について、数値デ－タ等を基に体系的に整理した統計資料集であ

る。

68.人口問題研究（厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所）

研究所の機関誌として、人口問題に関する学術論文を掲載するとともに、一般への専門

知識の普及をも考慮し編集を行ったものである。 

69.完全生命表（厚生労働省）

ある期間における死亡状況（年齢別死亡率）が今後変化しないと仮定したときに、各年

齢の者が 1 年以内に死亡する確率や平均してあと何年生きられるかという期待値などを死

亡率や平均余命などの指標（生命関数）によって表したものである。 

70.都道府県別生命表（厚生労働省）

ある期間における死亡状況（年齢別死亡率）が今後変化しないと仮定したときに、各年

齢の者が 1 年以内に死亡する確率や平均してあと何年生きられるかという期待値などを死

亡率や平均余命などの指標（生命関数）によって表したものである。 
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71.地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省）

地域住民の健康の保持及び増進を目的とした地域の特性に応じた保健施策の展開等を実

施主体である保健所及び市区町村ごとに把握し、国及び地方公共団体の地域保健施策のた

めの基礎資料を得るものである。

72.国民生活基礎調査（厚生労働省）

保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項を調査し、厚生労働行政の企画及

び運営に必要な基礎資料を得るとともに、各種調査の調査客体を抽出するための親標本を

設定するものである。

73.学校保健統計調査（文部科学省）

学校における幼児、児童及び生徒の発育及び健康の状態を明らかにするものである。

74.被保護者調査（厚生労働省）

生活保護法（昭和 25年法律第 144号）に基づく保護を受けている世帯及び保護を受けて

いた世帯の保護の受給状況を把握し、生活保護制度及び厚生労働行政の企画運営に必要な

基礎資料を得るものである。平成 24年度より被保護者全国一斉調査と福祉行政報告例（生

活保護部分）を統合している。 

75.福祉行政報告例（厚生労働省）

社会福祉関係諸法規の施行に伴う各都道府県、指定都市及び中核市における行政の実態

を数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉行政運営のための基礎資料とするも

のである。

76.国民医療費（厚生労働省）

当該年度内の医療機関等における保険診療の対象となり得る傷病の治療に要する費用を

推計したものであり、国民に必要な医療を確保していくための基礎資料とするものである。 

77.国民健康保険事業年報（厚生労働省）

国民健康保険の事業状況を把握し、国民健康保険制度の健全な運営を図るための基礎資

料とするものである。

78.事業年報（全国健康保険協会）

医療保険制度の状況を、全国健康保険協会を中心に概観したものである。

79.後期高齢者医療事業年報（厚生労働省）

後期高齢者医療制度の事業状況を把握し、後期高齢者医療制度の健全な運営を図るため
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の基礎資料とするものである。

80.厚生年金保険・国民年金事業年報（厚生労働省）

厚生年金保険及び国民年金の事業状況を把握し、厚生年金保険及び国民年金制度の適正

な運営を図るための基礎資料として利用するものである。

81.雇用保険事業年報（厚生労働省）

雇用保険の適用・給付状況を把握し、雇用保険制度の適正な運営を図るとともに、雇用

対策等の基礎資料として利用するものである。

82.労働者災害補償保険事業年報（厚生労働省）

労働者災害補償保険事業における適用状況、保険料徴収状況及び保険給付支払状況、年

金受給者数、その他各種データを一元的に集計し、毎年一回公表しているものである。

83.労働災害動向調査（厚生労働省）

主要産業における年間の労働災害の発生状況を明らかにするものである。

84.保育所関連状況取りまとめ（厚生労働省）

全国の保育所等の状況を把握することを目的に、４月１日時点での保育所等の定員や待

機児童の状況を取りまとめたものである。

85.消防年報（総務省消防庁）

各都道府県に照会した「消防防災・震災対策現況調査」の数値を集計作成したものであ

る。

86.火災年報（総務省消防庁）

消防組織法（昭和 22年法律第 226号）に基づく「火災報告取扱要領」により、市町村が

作成し、都道府県を通じて報告された１月から 12月までの火災報告を集計作成したもので

ある。

87.消防白書（総務省消防庁）

消防防災に対する国民の理解を深めることなどを目的としている。 

88. 道路の交通に関する統計（警察庁）

道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）第２条第１項第１号に規定する道路上において、

車両、路面電車及び列車の交通によって起こされた人の死亡又は負傷を伴う事故を対象と

し、全国の都道府県警察から報告された資料により状況等を把握して、国の交通安全対策

の立案や交通事故の防止活動に役立てるものである。
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89.犯罪統計（警察庁）

犯罪情勢を把握し、警察活動等の分析に用いるため、犯罪統計規則（昭和 40年国家公安

委員会規則第４号）等に基づき、全国の都道府県警察本部から報告された資料により作成

したものである。 

90.地方公共団体定員管理調査（総務省）

地方公共団体の職員数や部門別の配置等の実態を調査し、適正な定員管理に資するもの

である。

91.公害苦情調査（公害等調整委員会）

全国の地方公共団体の「公害苦情相談窓口」に住民から寄せられた公害苦情の実態を把

握し、この相談窓口で扱われた公害苦情の受付及び処理状況について、取りまとめたもの

である。

92.大気汚染防止法施行状況調査（環境省）

年度末現在における大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号）で規定するばい煙発生施

設、揮発性有機化合物排出施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設、特定粉じん

排出等作業、水銀排出施設に係る届出状況及び規制事務実施状況に関する施行状況につい

て調査を行ったものである。

93.水質汚濁防止法等の施行状況（環境省）

水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138号）、瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和 48年法

律第 110 号）及び湖沼水質保全特別措置法（昭和 59 年法律第 61 号）に定められている各

規定の施行状況について、都道府県等からの報告に基づきその件数や内容等を把握するこ

とにより、今後の水環境行政の円滑な推進に資するものである。 

94.生命保険事業概況（一般社団法人生命保険協会）

生命保険協会加盟の生命保険会社において年度間に扱った個人保険・団体保険事業の主

要業績を取りまとめたものである。

95.損害保険料率算出機構統計集（損害保険料率算出機構）

損害保険料率算出機構が参考純率又は基準料率を算出している任意自動車保険、火災保

険、傷害保険、自動車損害賠償責任保険及び地震保険について集計した統計資料である。

96.家計調査（総務省統計局）

国民生活における家計収支の実態を把握し、国の経済政策・社会政策の立案のための基

礎資料を提供することを目的とするものである。
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97.全国家計構造調査（総務省統計局）

家計における消費、所得、資産及び負債の実態を総合的に把握し、世帯の所得分布及び

消費の水準、構造等を全国的及び地域別に明らかにするものである。

98.児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（文部科学省）

  生徒指導上の諸課題の現状を把握することにより、今後の施策の推進に資するもので 

ある。 

99.障害者の職業紹介状況等（厚生労働省）

  障害者の職業紹介状況を取りまとめ、就職率の指標を作成するものである。 

100.経済構造実態調査（総務省統計局・経済産業省）

製造業及びサービス産業における企業等の経済活動の状況を明らかにし、国民経済計

算の精度向上等に資するとともに、企業等に関する施策の基礎資料を得ることを目的と

するものである。
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